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当財団が大塚に拠点を移し５年目となった平成29年度においても、財団事業の利用者の方々

のご理解とご協力をいただき、各障害児父母団体との連携のもと、障害児の福祉の向上と共生

社会への理解促進を基本目標として以下の通り各事業を実施した。

１ 全国療育相談センタ－事業

全国療育相談センタ－においては関係機関との連携のもと、自閉症児、精

神発達遅滞児等を対象とした医療(小児神経科・児童精神科及び小児科)受診

者数延５ ,８６２人(2 8年度６ ,０１７人)、心理・言語・福祉の面からの療育
相談延１ ,７３６人(2 8年度１ ,９０４人)、計７ ,５９８人(2 8年度７ ,９２１
人)に実施した。

また臨床検査等を延５４６件(2 8年度５５１件)実施した。

全国療育相談センター年間総受診・検査数

診 療 科 目 受診者数 臨床検査等 件 数

小児神経科 ６７３ 脳 波 検 査 １３５

児童精神科 ２,９８７ 心電図検査 ２

小 児 科 ２,２０２ 血 液 検 査 １２５

尿 検 査 ９７

小 計 ５,８６２ ぎょう虫検査 ０

心 理 ６０２ 心理テスト １８７

言 語 ４０

療育相談等 １,０９４

小 計 １,７３６

合 計 ７,５９８ 合 計 ５４６

２ 全国療育相談センターけやき歯科診療所事業

地域の歯科医療機関で治療を受けることが困難な重度障害児(者)の歯科治療を、

東京都の補助及び新宿区の委託事業として東京医科歯科大学及び新宿区歯科医

師会の協力のもと、全身麻酔法、笑気吸入鎮静法等の方法を用いて延２,２７２名
(28年度２,３６１人)に行った。
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３ 児童発達支援センター「中央愛児園」事業

就学前のダウン症児、精神・運動発達遅滞児、発達障害等の子どもを対象に、保

育の中で日常生活における基本的動作及び知識技能を習得させ、当該障害児の身体

及び精神の状況並びにその置かれている環境に応じて適切かつ効果的な指導及び訓

練を行うとともに、親子での通園を通じて保護者に対しても実践的な育児指導を行

った。

年間の障害別及び年齢別在籍人員は次表のとおりである。

なお、年間延人員は３,７１０人(28年度２，９００人)である。
ア 通所児童の月別入・退園状況

月

４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ 計

入退園

状 況

入
園 11 2 0 0 0 2 0 0 0 0 1 0 13

通 所 退

児 童 園 0 1 2 0 0 1 0 0 1 0 0 10 12

月末

現在 58 59 57 57 57 58 58 58 57 57 58 48

延人員
307 345 374 320 284 335 331 285 288 261 299 281 3,710

イ 障害別人員 (Ｈ 3 0 .3.31現在 )

障 害 名 身体・精神

ダウン症 計

人 員 発達遅滞

男 ３０ ５ ３５

女 １５ ８ ２３

計 ４５ １３ ５８

ウ 年齢別人員 (Ｈ 3 0 .3.31現在 )

年齢別

0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 6歳 計
人 員

男 ０ ３ ７ ６ ８ ５ ６ ３５

女 ０ ４ ４ ５ ６ ３ １ ２３

計 ０ ７ １１ １１ １４ ８ ７ ５８
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４ 国庫補助事業

在宅心身障害児(者)療育事業等

（１）在宅心身障害児(者)療育相談事業

在宅の障害児(者)及び保護者に対し、医師、ケ－スワ－カ－等の療育に関する専門家並

びに障害児を育てた経験豊かな保護者による相談及び療育指導を行うとともに、児童相談

所、福祉事務所、更生相談所、医療機関など関係機関への斡旋及び連絡等を行った。

（２）在宅心身障害児(者)療育研修事業

家庭における障害児(者)の療育、生活援助に役立つ知識・技術習得のための専門家によ

る講義及び実技指導を内容とした保護者研修会を28回、ボランティア研修会を７回全国各

地で行った。

（３）親子ふれあい療育キャンプ事業 （関係団体実施）

障害のある子供との日常的な関わりが少ない父親との体験交流を中心に、障害別及び障

害の垣根を越えた合同の療育キャンプを30回実施し、親と子の絆を深めた。

５ J K A 補助事業

法人格を有さない団体に対して支援を行うことを本来事業の目的とする活動補助事業

（１）自閉症スペクトラム障害児に対する療育相談と親・関係者の支援事業

自閉症スペクトラム障害児に対し、同程度の発達段階の障害児で構成したグループを火

曜日・木曜日・金曜日に分けてつくり、医師・専門家による集団治療訓練を障害児に実施

し、並行して親・関係者に対しても対象障害児の情報を提供し延665人の児童・保護者に

対し実施した。

（２）超早期診断・療育及び親支援事業＜平成29年度新規事業＞

発達の遅れや偏りがある乳幼児に対し、専門医による診断及び心理士・言語療法士によ

る療育を延 195 日行い発達を支援するとともに、親に対して育児への助言と医療的ケア
を行った。

（３）ダウン症児に対する療育訓練事業

身体機能、知的機能及び言語機能の発達遅滞があるダウン症児に対して、早期から日常

の生活の基本動作や応用動作・言語指導及び知的発達を促進する療育を延870人に行なっ

た。
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（４）発達障害幼児に対する早期支援事業

発達障害の早期発見と早期支援を行うため、全国のモデルとなる保育所・幼稚園を２地

域指定し、医療・福祉・教育等の専門家チームによる訪問支援活動を実施するとともに、

保育士・教諭に対して専門性向上のための研修会を合せて開催した。

＜訪問支援活動＞ (人数は延人数)

実 施 地 域 参加児童数 指導員及び
実施回数 参加者合計

( 実 施 園 ) ()は対象児 教職員数
福岡県 174名

３回 33名 207名
(前原幼稚園) ( 16名)
山口県 258名

３回 49名 307名
(川西保育園) ( 15名)

432名
合 計 ６回 82名 514名

( 31名)

＜園内研修会＞

実施地域 実施回数 参加者数

福岡県 ３回 122名

山口県 ３回 85名

合 計 ６回 207名

さらに、「気になる子」の保育を支援するため関心の高いテーマを取り上げ様々な事

例を紹介した「子育て支援情報誌」を３種類作成し、全国の保育所・幼稚園、子育て支

援センター等に各４，０００部配布した。

№ 19 特集 発達障害と防災

№ 20 特集 虐待と発達支援

№ 21 特集 発達障害児への合理的配慮

（５）ＳＮＳを活用した父母団体の情報・相談システムの構築

27年度から開始したソーシャルネットワークサービスを活用した会員相互の情報・相談

の場の構築をめざした事業については最終年度として有識者による検討会を３回、ＩＴ講

習会を３回(延73名参加)開催し、使用にあたっての基本ルールの策定他、関係団体内での

利用促進を図っていくこと等を基本方針にまとめた。
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（６）指導誌(紙)の発行事業（関係団体実施）

在宅心身障害児(者)の保護者相互の交流を深めるためのさまざまな情報や日常必要な

療育知識を掲載した会報を９誌、指導誌を１誌父母団体別に作成し、保護者及び関係機

関に配布した。

（７）無料検診事業（関係団体実施）

医療面だけでなく教育面をも含めた総合的な療育相談が必要な障害児(者)とその保護

者に対し、専門家による講演を交えた治療教育相談会を全国４会場で開催した。

（８）集団指導(療育キャンプ)事業（関係団体実施）

集団生活が困難な障害児(者)に対し、集団生活になじめるよう、家族も参加して適切

な指導のもとに１泊２日を６回の日程で障害別の集団療育キャンプを実施した。

（９）社会適応講座事業（関係団体実施）

病弱虚弱児に対し、社会適応、職場適応のための講習会を全国３会場で開催した。

（10）スポ－ツ振興事業（関係団体実施）

聴覚障害生徒及び視覚障害生徒の体位の向上と健全育成を図るためのスポ－ツ大会を

下記の通り開催した。また、視覚障害生徒スポーツ振興事業については、これまで野球

大会を行ってきたが、29年度よりフロアバレー大会とし、審判員の養成研修も併せて行

った。

① 全国盲学校フロアバレー大会の開催(視覚障害生徒スポーツ振興)

平成29年８月23日～25日 さいたま市記念総合体育館(埼玉県さいたま市)

② 全国聾学校陸上競技大会の開催(聴覚障害生徒スポーツ振興)

平成29年10月20日～22日 静岡県草薙総合運動場(静岡県静岡市)

③ 全国聾学校卓球大会の開催(聴覚障害生徒スポーツ振興)

平成29年11月３日～５日 松山市総合コミュニティセンター体育館(愛媛県松山市)

（11）難聴児の親のための研修会（関係団体実施）

難聴児を持つ親に対し、聴覚障害に関わる専門家や成人した聴覚障害者による聴覚障

害の正しい知識・理解を習得させ、聴覚児の生活環境を整えるための研修会を全国４ヶ

所で開催した。
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６ 日本宝くじ協会助成事業

宝くじドリ－ムジャンボ絵本の作成・配布事業

幼児を対象にした「おもいやり」と「やさしさ」そして「勇気」の心を育てるための

「宝くじドリ－ムジャンボ絵本・ぽんぽこ村のお月さま」を 1,400セット作成し、全国の

障害児保育を実施する保育所・認定保育園を対象に配布した。

なお、同作品の原作童話については、26年度より、当財団のホームページ等により公
募を行い、応募された作品の中から最優秀作品を選考している。

７ 社会貢献事業

当財団の社会貢献として以下の事業を実施した。

① 児童発達支援センター中央愛児園の利用者で低所得世帯に対し、利用料自己負

担分の一部を助成した。

② 近隣地域在住の就学前幼児及び障害児を対象に月２回、遊びと交流の場を提供

する「おもちゃの図書館あいじえん」(ボランティア主催)に対し、施設の提供及び

保育職員による支援を行った。

③ 障害児父母団体(１団体)の事業について協賛支援を行った。

８ 収益事業

① 障害児父母団体等障害福祉関係団体に対して福祉財団ビルの余剰スペースを事務所

や会議室等として賃貸を行った。

② 当財団が作成した障害児の医療、療育、福祉及び教育に関する指導書等を研究者等

の要請に応じて提供した。


